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第５章　若年者の労働市場と教育

アン・デーリー

ケネス・コール

１．はじめに

　過去 30 年の間に、オーストラリアの若年者労働市場は大きな変化をとげている。オース

トラリア統計局（ABS）が四半期ごとの「労働力調査」を初めて実施した 1978 年には、15

～ 24 歳層の 52.5% がフルタイムの仕事に就いていたが、2006 年にはその割合が 3 分の 2

（35.5%）に低下していた。これに対し、全日制の学校に在学する 15～ 24 歳層の割合は 78

年には 32% であったのが 2006 年には 46% へと上昇、伸び率は 44% となっている。全日制

の学校に通いながら同時に有給のパートタイムで働くというのが、学校から就業へ移行する

一般的な手段となっている。この 30 年の間には、見習制度による実地訓練という訓練慣行

も変わり、現在では見習制度や研修制度は広範な職業で提供されており、以前に比べると年

齢制限は少なくなっている。

　図 5.1 から分かるように、この 10 年にわたってオーストラリアの若年者は、就業面では

堅調な経済成長の恩恵を受けている。反対に日本の若年者は、労働市場への新規参入者とし

て、日本経済の不振のあおりを受けている。両国の 15～ 24 歳の就業率の差はこの 10 年の

間に拡大している。

図 5.1　15～ 24 歳層の日本とオーストラリアの就業率

Derived from OECD 2006b
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　日本でも、青少年が学校から就業へ移行する経路は過去 20 年の間に変化している。日本

経済が悪化するまでは、「学校から職場へ」の移行を円滑にするため、産業界と学校が新卒

者の募集・採用に関して緊密に連携していた。企業は職業教育プログラムを実施している学

校から直接、卒業者を募集・採用し、教師は就職の紹介・斡旋を支援していた 1。この体制

が崩壊したため、多くの若年者が、正規就業の場合に比べると賃金も実地訓練の機会も少な

いパートタイムの労働市場に入ることを余儀なくされている。1990 年代に労働市場に参入

した若年者には、長期に渡って困難な就業状況に直面していることを示す証拠がいくつかあ

る 2。「フリーター」（非正規就業の若年者）および「ニート」（働いておらず、教育も訓練も

受けていない者）の状態は広く社会の関心を集めている 3。論争は倫理的問題の様相を呈し

ており、年齢が 20 代後半から 30 代になっても経済的に親に依存しているヤングアダルトを、

一部の作家は「パラサイト・シングル」と形容している 4。

　本章では、過去 30 年の間に、オーストラリアの若年層が学校生活から成人への移行過程

において遭遇しているいくつかの大きな変化について概説する。さらに、ティーンエイジャ

ー（15～ 19 歳の青少年）、ヤングアダルト（20～ 24 歳の若年成人）の、就業と進学におけ

る変化を検討する。これら 2 つの年齢層は男女別によっても達成状況が異なっているので、

データでは男女別々に検討する。本章の最終節では、「世帯・収入・労働力動態調査」（HILDA

調査）のデータに基づいた 17～ 24 歳の若年者の就業、心理的資本、幸福感（wellbeing）の

関連性についての分析結果を提示する 5。

２．労働市場への参入

　1978 年には、オーストラリアのティーンエイジャーの約半数とヤングアダルトの 7 割が、

フルタイムかパートタイムのいずれかの仕事に就いていた。2006 年になっても就業者数に

占める割合はそれほど変わってはいなかったものの、パートタイム就業とフルタイム就業の

比率は大きく変化していた（図 5.1）。図 5.2 と 5.3 は、1978～ 2006 年のフルタイム就業とパ

ートタイム就業に関するデータを、男女別の各年齢層の人口比率で示したものである。どち

らの図からも顕著な動向が分かる。各年齢層のフルタイム就業の割合が減少しているのに対

し、パートタイム就業の割合は着実に伸びている。どの年齢層においても、フルタイム就業

の割合は 1991～ 92 年の景気後退時から回復しておらず、近年の経済好調期においてさえも

依然低調なままである。ティーンエイジャーに関しては、1978～ 2006 年にフルタイムの仕

事の絶対数が半分以下に減っており、フルタイム就業の女子ティーンエイジャーの割合は

1978 年の水準の約 3 分の 1 に低下している。就業しているティーンエイジャーの半数以上、

1　Gaston and Kishi（2005）、Genda（2001）、Rebick（2005）
2　Genda（2001）
3　Gaston and Kishi（2005）
4　この議論の要旨については Rebick（2005）を参照されたい。
5　「世帯・収入・労働力動態調査」（HILDA）は、メルボルン応用経済・社会研究所（Melbourne Institute of 
Applied Economic and Social Research）が政府の委託を受けて実施している年次の長期時系列世帯調査である。
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女性ヤングアダルトのほぼ 3 分の 1 がパートタイムで働いているが、これと比べると同じ年

齢層の男性でパートタイムで働いている者の割合はかなり低い。

　日本の若年就業者も 1990 年代に正規雇用離れが起こっている。Hori（2007）によると、

非正規雇用の 15～ 24 歳層における男性の割合は、95 年の 9.2% から 2005 年には 28.5% に

上昇している。オーストラリアと同じように、就業機会の減少が、大学、短大、専門学校な

どへの入学者の増加に関係している。

図 5.2　年齢層別のフルタイムとパートタイム労働者の割合（1978～ 2006 年、男）

Derived from ABS 2007a
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図 5.3　年齢層別のフルタイムとパートタイム労働者の割合（1978～ 2006 年、女）

Derived from ABS 2007a
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図 5.4　年齢別・男女別失業率（1978～ 2006 年）

Derived from ABS 2007a
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出所：Derived from ABS （2007a）

　1991～ 92 年の不況以降、失業率は半減しているにもかかわらず、オーストラリアの若年

層の失業率は依然として高い。図 5.4 は 2 つの若年者層の失業率を示しているが、1982～ 83

年と 1991～ 92 年の不況下において予測通り上昇パターンをみせている。1990 年代は女性よ

りも男性の失業率のほうが高く、ティーンエイジャーの失業率が最も高い。ティーンエイジ

ャーの失業率は、全体の失業率低下と比例していない 6。若年層の失業に関する以前の研究

では、識字能力と計算能力の学業成績が悪い、12 年生課程修了証を取得していない、社会的、

経済的地位が低いことのいずれもが失業を招く可能性が高いことで意見が一致している 7。

３．進　学

　フルタイム就業が減少しているのとは対照的に、全日制学校への進学は大幅に増加してい

る。全日制学校への進学の年齢層別の増加割合は、ティーンエイジャーが約 3 分の 1、男性

ヤングアダルトが 2 倍以上、女性ヤングアダルトが 3 倍となっている（図 5.5 参照）。どの

年齢層においても男性より女性のほうが全日制の学校に進学する傾向が強い。若年女性に比

べると、若年男性にとっては見習制度や訓練制度の重要度が高いことが理由のひとつとして

あげられる（National Centre for Vocational Education Research 2007）。若年男性の中には全日

制の学校で教育を受けるよりも職場ベースの訓練を受けることを選ぶ者がいるのはこのため

6　ティーンエイジャーの失業率は以前から、生産年齢人口の失業率よりもかなり高い。また、学業継続率とも

密接に関連している。学校を中途退学して求職活動を行っているティーンエイジャーが当該年齢コーホート全体

に占める割合は小さい。この数値には、他の年齢層では労働力とはみなされないティーンエイジャーも含まれて

いると思われる。
7　Marks and Fleming（1998）
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である。

図 5.5　年齢層別全日制学校の在学比率（1978～ 2006 年）

Derived from ABS 2007a
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　ティーンエイジャーの進学率が 1990 年代の終わりごろから低下していることについて懸

念されている。データは、男性ティーンエイジャーの進学率は労働市場の動向に左右される

（失業率が高い時期には進学率は上昇する）ことを示唆しているものの、女性ティーンエイ

ジャーについては、この関係はそれほど明確ではない。Lamb, Dwyer and Wyn（2000）は、

1980 年代初めから 90 年代半ばに学校を中途退学した者の中退理由に関する研究において、

12 年の課程を修了しなかった主な理由が就業と関連することを見出している。学校での嫌

な体験が、中途退学を決心する動機となった者もいる。

　学校生活から成人生活への移行過程における大きな変化のひとつは、正規の学校教育と就

業はもはや二者択一ではなく、並行して行われるようになっていることである。図 5.6 から、

パートタイムで働きながら全日制課程に在学している学生の割合が 60% も増えていること

が分かる。さらに、オーストラリア統計局（ABS）の「労働力調査」によると、割合はかな

り少ないものの、フルタイムで働きながら同時に学校にも通っている者もいる 8。各年齢層

の女性についてみると、学校に通いながらパートタイムで働く割合は同世代の男性層よりも

多くなっている。幾つかの研究でも同様の結果が報告されている。大学 1 年生に関する調査

8　所定の週に、全ての授業に出席しながら、かつフルタイムで仕事をしていると思われる学生の数を割り出す

のは難しい。データには季節的な変動パターンが顕著に表れており、学期と学期の中間の休暇にフルタイムで働

いている全日制課程の学生がいる。2006 年の ABS の統計では、15～ 19 歳の青少年のうち、全日制の学校に在

籍しながら就業している学生の割合は約 1% であった。男性ヤングアダルトでこのカテゴリーに入るのは 8%、

女性ヤングアダルトでは 6% となっている。
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によると、有給の仕事に就いている全日制課程の学生の割合は、1994 年の 42% から 2001

年には 73% に上昇している 9。このような就学と就業の並立の増加傾向は、イギリスやアメ

リカ、カナダなど他のアングロサクソン系の国でも確認されている。

図 5.6　パートタイムで働きながら全日制課程に在学している学生の割合（1978～ 2006 年）

Derived from ABS 2007a
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出所：Derived from ABS（2007a）

　ここで取り上げる最後のグループは、労働力人口に含まれず、全日制の学校に在学してい

ない若年者である。Hillman（2005）は、「若年者に関する時系列調査」（LSAY）を用いて、

この層について検討している。この研究によると、若年者が短期間、「非就学・非就労」で

過ごすことは珍しくはないものの、このグループの特徴は、1 年以上に渡ってこの状態にい

ることである。中等教育課程における学業成績が不振であった者、12 年生課程の修了証を

取得していない者、女性、健康上の問題や障害を抱える若年者がこのグループには多い。こ

のグループの若年女性の大半は育児や家事をしていた。

　つぎの節では、こうした変化に関する幾つかの要素、すなわち賃金、福祉制度と労働市場

の相互関係、出生率について検討する。

４．若年層の賃金

　1980 年代以降、オーストラリアの賃金・所得分布は拡大している。このことは幾つかの

研究で立証されている 10。Saunders（2005）は ABS の 2 種類のデータ（「所得分配調査」と「所

9　McInnis, James and Hartley（2000）、McInnis and Hartley（2002）。Applegate and Daly（2006）がキャンベラ大学

で行った調査によると、学生の 78% が学期中に有給の仕事に就いていた。
10  Borland（1999）、Saunders and Bradbury（2006）
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得・住居費に関する調査」）を用いて、年齢別にフルタイム就業者の賃金分布を分析してい

る。この結果、高齢者層とは対照的に、1986～ 2001 年は 25 歳未満のフルタイム就業者の賃

金分布は拡大していないこと発見している。しかし、この年齢層は若年者の割合が低下して

いるので（図 5.2、5.3 を参照）、この分析結果は、若年層の賃金分布の変動について実態の

半分しか説明していない。

　雇用にとって重要な問題は、高齢労働者と比較した若年労働者の賃金である。これまでの

調査で確認された高齢者の賃金と比較したティーンエイジャーの賃金の減少傾向は現在にお

いても続いている 11。図 5.7 から、1990 年代にティーンエイジャーとヤングアダルトの主た

る仕事の週平均賃金が、全フルタイム就業者の平均賃金に対して相対的に低下していること

がみてとれる。2006 年の男性ティーンエイジャーの平均賃金は全男性フルタイム就業者の

平均額の 43% で、1990 年の 50% から減少している。フルタイムで働いている女性ティーン

エイジャーの全女性フルタイム就業者と比較した賃金も、58% から 49% へと大幅に低下し

ている。フルタイム就業のヤングアダルトの賃金も 15% 落ち込んでいる。同一年齢層の中

における賃金分散はそれほど変化していないかもしれないが、年齢層と年齢層の間の差は拡

大している。

図 5.7　年齢層別のフルタイム労働者の賃金（1990～ 2006 年）

Derived from ABS 2006
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　パートタイム労働者の状況はフルタイム労働者とは異なっている。図 5.8 をみると、1990

～ 2006 年に男性ティーンエイジャーのパートタイム労働者の相対的地位は変わっていない

ものの、女性ティーンエイジャー労働者の相対的地位が向上していることが分かる。パート

11    Borland and Wilkins（1997）、Daly et al.（1998）
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タイムで働くヤングアダルトの平均賃金は、とくに男性の場合、1990～ 2006 年の間に減少

している。

図 5.8 年齢層別パートタイム労働者の賃金（1990～ 2006 年）

Derived from ABS 2007b
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　これらのデータでは、1990 年代に若年層の賃金が下落している様子を示しているが、パ

ートタイムで働くティーンエイジャーにはそれほど変動はない。変化しなかった要因は恐ら

くフルタイム就業者に比べ、パートタイム就業者の賃金分散の拡大が小さかったことであろ

う。図 5.7、5.8 では、各年齢層の中の労働時間や年齢構成についての調整はされていない。

したがって、どのような結論を出すにせよ、暫定的なものとならざるを得ない。しかし、デ

ータは若年労働者の賃金の上昇が就業形態の変化を引き起こす要因となる可能性は示唆して

いない。実際、パートタイムで働くティーンエイジャーの賃金は他のパートタイム労働者に

比べると上昇しており、ティーンエイジャーのパートタイム就業は増え続けている。

　最低賃金が雇用に与える影響については詳細な研究がある。OECD は加盟国の労働市場に

関する調査において、適度な最低賃金が雇用全般に与える影響はわずかだが、最低賃金が高

過ぎると、ティーンエイジャーなどの特定の年齢層に悪影響を及ぼす恐れがあると結論づけ

ている（OECD 2006a）。オーストラリアは OECD 加盟国の中でも賃金の中央値に対し最低

賃金が最も高い。これが若年者の就業に大きな意味を持つことが推測できる。若年者に対す

る労働需要の弾力性に関する最近の計量経済学的証拠は限られているものの、高い労働需要

弾力性が実証されている。この説明となり得る事実のひとつが、若年層賃金の相対的な下落

は、この年齢層のフルタイム就業を大幅に拡大するほどには十分となっていないことである
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（若年者に対する労働需要の賃金弾力性に関する推定は、Bureau of Labour Market Research 

1983、Daly et al.1998 を参照）。若年者が教育機関にとどまる期間が長くなっているため、労

働市場の供給サイドにも、若年者のフルタイム就業の拡大を抑止している要因が幾つかある

かもしれない。例えば、フルタイムの仕事を探している若年者が雇用主の求める技能を身に

付けていない場合には、パートタイムの仕事を探している学生の方が従業員としては好まれ

るであろう。

労働市場と福祉制度の相互作用

　ハワード政権の福祉制度改革の明確な目的は、飴と鞭の刺激策を用いて所得補助受給者に

就業を促すことであった。ティーンエイジャーに対する失業給付と勉学のための所得補助は

「若年者手当」（Youth Allowance）としてひとつの給付に統合され、勉学するよりも失業によ

ってより多くの所得補助給付を受けようとする逆インセンティブを排除した。

　2006 年 7 月、所得補助を受けている失業者の受給資格要件が一層厳格化された。6 カ月を

超えて失業している者は「失業手当のための就業制度」（Work for the Dole）に参加するか、「承

認されたボランティア活動」を行うことになっている。さらに制度が改正され、失業者が給

付を受けながらパートタイムの仕事に就くことを奨励している。所得補助制度に基づくこれ

らの給付は原則的に最低賃金額を支給している。パートタイム就業は、パートタイム就業と

所得補助の並行受給を容易にした制度改革以前に拡大していたのだが、賃金が低い者にとっ

ては、この収入源の統合によりフルタイム就業が好ましい選択肢となる可能性がある。

出生率

　個人の就業と進学についての選択に影響を及ぼす要因に出生水準がある。図 5.9 から、女

性 1,000 人当たりの出生数で計測した出生率が、若年女性の間で減少し続けていることが分

かる。とくに 20～ 24 歳層の女性でこの傾向が顕著である。前述したように、若年女性が就

業も進学もしていない主要な理由が育児であることがデータによって裏付けられている。し

かしデータは、出生率の上昇が若年女性のフルタイム就業の減少の要因となっているとは指

摘していない。

　本章では、1980 年代初めごろから、オーストラリアの若年者の学校生活から成人への移

行過程に起こっている変化について検討してきた。以前は、学校を卒業したらフルタイムの

仕事に就くことが一般的であった。しかし、新規学卒者（新入社員）向けのフルタイムの仕

事数が減少しており、若年者の選択肢は今では随分と違ってきている。現在の若年者は全日

制の学校に進学する傾向が高いものの、並行してパートタイムの仕事をする場合が多い。若

年層賃金が若年者向けのフルタイム労働市場に及ぼす影響については、多少論議を呼んでい

る。若年者に対する労働需要の賃金弾力性に関して最近の推定はないものの、1980 年代と

90 年代に実施された調査では、賃金弾力性が高い可能性を示唆している。オーストラリア

は OECD の基準からすると最低賃金が比較的高く、就業率、とくに未熟練労働者や労働市

場への新規参入者就業率に影響を及ぼしている可能性がある。しかし、この期間にティーン
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エイジャーとヤングアダルトの賃金が上昇していないことが、就業率を低下させていること

については確固たるデータがある。さらに、出生率が上昇して若年女性が労働市場から抜け

出しているのでもない。若年労働者向けのフルタイムの仕事が増えていない理由は複雑であ

り、例えば、賃金、熟練労働者や経験者に有利な経済構造の変化の影響、フルタイムの仕事

を探している者の特性などがあげられる。Kelly and Lewis（2003）が提示した研究は、1991

～ 2001 年の間にオーストラリアでは職業上のスキル構成に転換が起こり、身体的なスキル

よりもインタラクティブ・スキル（交渉力・対話力）や認知スキル（知識・判断力）が重視

されるようになっていることを示している。所得補助制度も、有給の職に就くためのインセ

ンティブを設ける上で重要な役割を果たしている。

　若年者の就業見通しを左右するもうひとつの重視すべき要因が、若年者自身の幸福感であ

る。つぎの節では、17～ 24 歳の若年者の就業形態と幸福感との関連性について探る。さらに、

就業形態に影響を及ぼす心理的資本と幸福感に関する社会的変数について検討する。

５．就業、心理的資本、幸福感 12

　経済に関する研究も心理学に関する研究も、失業が人の幸福感を損なわせ、それが就業の

可能性にも悪影響を及ぼす恐れがあるという証拠を提示している。多くの研究ではさらに、

人の「心理的資本」（労働生産性を左右する性格特性 13）は、失業による幸福感への悪影響

を調整し、再就業の可能性を高めることも指摘している。失業が幸福感におよぼす影響は十

ABS 2007b
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図 5.9　女性 1000 人当たりの年齢層別出生率

12  本節は、Cole（2007）が博士号取得のために行った研究をもとにしている。
13  これらの特性には、人の自尊心、自己効力感、統制の所在（自己責任感）、情緒的安定性、希望、弾力性・回

復力が含まれ、心理学の諸研究によれば、個人の職務遂行能力の 20～ 40% を決定付ける（Cole 2007; Judge and 
Bono 2001; Luthans, Yousef and Avolio 2007）。
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分に実証されているが 14、これに対して、幸福感不足が就業形態に与える影響と心理的資本

の調整的役割についてはまだ深く分析されていない。以下では 17～ 24 歳層についてこの問

題を検討する。

　下記に説明する 2 つの表は、就業形態と幸福感の関連性を調べた偏 2 段階最小 2 乗法ロジ

スティック（ロジット）回帰分析の結果を示すものである 15。この分析では、17～ 24 歳層

の 950 人弱の若年者のサンプルを含む 2004 年の HILDA 調査で収集された横断面データを

用いている。

　表 5.1 は、「SF-36 健康調査 16」により測定した個人の幸福感、人的資本（学歴、職業経験

年数、身体的な健康）、各種の人口統計学的変数（男女別、出生地、子供）に応じて、（失業

者／周縁労働者［marginally attached］17 となる場合と比較して）就業できる可能性を示して

いる。これらの変数により試算すると、就業形態の変動のおよそ 34% の要因が明らかなった。

主な結果は以下のとおりである。

　・ 幸福度の高い者ほど就業できる見込みが高い。平均すると、満足度が 1% 上昇するごと

に、就業の確率がおよそ 2% 上昇する。

　・ 教育投資して証明書（Certifi cate）3 もしくは 4、または学士号コースを修了した場合も、

就業の確率は高校を卒業していない者のおよそ 2～ 4.5 倍高い 18。

　・ 職歴 1 年につき、若年者が就業できる可能性はほぼ 2 倍となる。

　・ この年齢層の男性が就業できる確率は女性の 2.3 倍である。

　・ かなり若い年齢で子供のある女性の 72% は、失業者か周縁労働者である可能性が高い。

これに対し、男性の方は概して、若い年齢で子供があっても就業には影響しない。この

結果は、Hillman（2005）が以前に発表している結果とほぼ同じである。この結果は、

若い母親は、シングルマザーとして、あるいは就業している男性パートナーの援助を得

て、子供の世話をする役割を引き受ける傾向が強いことを示している。

　表 5.2 では、若年者の幸福感を左右する要因（その結果としての就業形態）について検討

した 19。17～ 24 歳層に関しては、失業者あるいは周縁労働者である状態が幸福感に与える

影響は小さい。これは恐らく、この年齢層では、弾力性・回復力が高い、あるいはストレス

14  このアプローチは Cole（2007）の研究に基づいており、同研究では 17～ 64 歳層について、就業形態と幸福感

の間に有意な関係があることを見出している。ところが、この研究によると、就業が 17～ 24 歳層の個人の幸福

感に与える効果は、失業者や周縁労働者に比べると微々たるものである。
15  失業が幸福感に与える影響に関する文献レヴューについては、Cole（2007）を参照されたい。
16  「SF-36 健康調査」では、個人の精神的・情緒的・身体的な健康を測定し、0～ 100 の尺度で幸福度を総合的に

評価している。同調査は信頼できる精神測定特性を有しており、総合的幸福度を測る指標として心理学研究に広

く使用されている。
17  労働力人口に対して「周縁労働者」（marginally attached）には、就業意欲を持ちながらも求職活動を諦めた「就

業意欲喪失者」も含む。各種フィルター（絞り込み）を使って、労働力人口に対して周縁労働者ではない者（す

なわち働いていない親、全日制課程に在学する学生など）、パートタイムで働いている学生、自分で事業を始め

た者をサンプルから除外している。これによって、サンプルを失業によって影響を受けそうな者に絞っている。
18  男性の他の学歴レベルに関する係数が有意でないのは恐らく、高レベルのスキルを必要としない労働市場に

おいて失業率が極めて低いことを反映しているのであろう。
19  表 5.2 の結果は、従属変数が連続型であるので線形確率モデルを用いて推定。
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の要因となる家族や金銭上の責務がないことの現れであると思われる。

　身体的な健康状態不良あるいは長期間の障害は、就業形態に直接的に影響を及ぼすことは

ほとんどないが、個人の幸福感に対しては大きな影響力を持ち、就業形態に間接的な影響を

及ぼすことが明らかとなっている。健康問題や障害は、幸福度を平均 6% 低下させており、

この傾向は男性よりも女性のほうがかなり強い。総じて男性は、女性よりも幸福度が平均

5% 高い。

　心理的資本は幸福感を左右する大きな要因である。心理的資本の健全性が高い（すなわち

自己効力感が高く、内的統制力が高い）若年者の幸福度は高く、心理的資本の尺度が 1% 上

昇するごとに、幸福度が（平均して）およそ 0.23% 上昇する。

　経済的困窮の認識は幸福感にほとんど影響していない。このことは、社会経済的地位の低

い若年者が、金銭不足に比較的うまく対処していることを示唆している。しかし、社会的地

位の認識（家庭環境、近隣住民、就職機会に対する満足度）は確実に、幸福感に大きな影響

表 5.1 17～ 24 歳の若年者の就業形態に影響を及ぼす要因

表 5.2 17～ 24 歳の若年者の幸福感に影響を及ぼす要因

1.
2.
Nr
*
**

12

0.05
0.1

* 0.05
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力を持っている。このことは、社会経済的地位の低い者は（一般に）幸福度が低く、それに

よって失業者や周縁労働者に陥る可能性を高めていることを示唆している。

　最後に、若年者が社会的支援（つまり、苦境に立った時や社会的ニーズを満たすために助

言や支援を求めて頼れる者や家族、友人のネットワーク）を利用できることは、幸福感を大

きく左右する。社会的支援の尺度が 1% 上昇すると、幸福度は 0.25% 上昇する。

　R2 値（決定係数）に基づくと、これらの要因によって幸福感の変動の約 35% が説明でき

る 20。総合すると、2 つの方程式は、若年者が労働市場へ移行する際の成否の要因を明らか

にする上で、人的・心理的・社会的資本が重要であることを示唆している。したがって、人

格形成期である若年期にこれら 3 つの資本を開発することが、将来、社会経済的に成功する

には絶対不可欠であるといえよう。

６．まとめ

　本章では、オーストラリアの若年者の就業と進学における大きな変化について例をあげて

立証してきた。この結果、とりわけティーンエイジャーの間で、フルタイムの仕事が減少し

ている一方で、パートタイム労働市場が急速に発展していることが分かった。中でも、若年

女性でこの現象が際立っている。若い学卒者向けの一般的な初心者レベルの仕事は、もはや

フルタイムではなくパートタイムである。オーストラリアの若年者はパートタイムの仕事で

労働市場を初めて体験するのである。以前は、若年者の多くが、実務経験と仕事に関連する

定時制学校を組み合わせた見習制度を通じて労働市場に参入していた。しかし、経済構造の

変化により経済のサービス化が進展するにつれて、見習経験を積む場所が少なくなっていっ

た。また、見習制度を受けようとする若年者の数も次第に減少している。現在では多くの若

年者がフルタイムの仕事への就業と全日制の学校への進学を並行させているが、この 2 つは

必ずしも、見習制度の場合のように相互補完的な関係ではない。

　また本章では、賃金、就業と福祉との相互関係、出生率など、若年者の労働市場に変化を

もたらしたと考えられる要因について検討した。提示した証拠は予備的なものであり、確定

的な結論を出すことは不可能である。とはいえ、若年フルタイム労働者の平均賃金が上昇し

ていないこと、また、若年者のフルタイム就業が増加していないことの説明となり得るはず

の出生率も上昇していないことをデータは示している。これらの変化の要因は、経済の構造

変化、技術的変化、経済の国際競争の激化、若年者の労働力供給における変化にあると考え

られる。

　最終節では、若年者の就業形態と幸福感の関連性に関する研究結果を提示した。研究結果

は、幸福感が若年者の就業形態を左右する有力な要因であり、逆に、心理的資本、社会的支

援、社会的地位（すなわち社会的環境）によって影響を受けることが明らかになっている。

20  少年期や青年期の失業が幸福感に与える影響や配偶者の有無も、幸福度を算出する方程式においては計算に

入れられるが、統計的に有意でないことが判明しているため除外した。
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人的、心理的、社会的資本に関するスキル開発を実現する早期の介入（例えば学校教育や健

康）が、成人期における就業や賃金などについて成功を収めるには欠かせないことを指摘す

るデータが増えている 21。

　若年者のフルタイム就業が減少し、学校生活から成人期への移行形態として労働と勉学を

両立させる方式へ切り替えていることは、教育政策や教育機関における教育に重大な意味を

持っている。大学では現在、学生の時間と努力の大半が注ぎ込まれている労働に太刀打ちす

るため、大学が学生の人生のほんの一部でしかない状況のもとで講義に出る気にさせる方法

や、キャンパス・ライフを活気あふれたものにする方法といった課題に取り組んでいる。

　1990 年代にオーストラリアと日本の経済の命運が分かれたとしても、両国の若年者は、

全日制の学校教育からフルタイム就業への移行経路において似たような変化に直面している。

両国とも、初心者レベルのフルタイム雇用の供給は減少し、パートタイム雇用に就く若年労

働者がますます増えている。このことは OJT がスキル開発において重要な役割を果たして

きた日本の終身雇用制度では重大な問題となっている。標準的な雇用契約外で雇用される日

本の若年者の割合が増加している現実は、将来、就業を継続させる上で必要となるスキルの

開発機会を逃しているとの懸念が提起されている。オーストラリアでも日本でも、以前に比

べると多くの若年者が進学するようになっている。オーストラリアでは、若年者の大半の移

行プロセスは現在では進学と就業の双方からなっているが、定時制学校の授業が直接的に実

地訓練を補完していた見習制度とは異なり、多くの場合、この 2 つはそれほど密接に関係し

ていない。
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